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研究要旨 

令和 4 年度の解析で、わが国の HIV-1 伝播クラスタは、2021 年においてもコロナ禍の影響を受けて

いることが明らかとなった。伝播クラスタ解析によって、地域でのアウトブレイクや late presenter の

新規検出が可能となったが、これらの結果は、HIV 検査体制の地域差を反映していると考えられた。

Late presenter の多いクラスタの特徴を、迅速なネットワーク解析で見いだせたことは、予防対象の

中心である hard-to-reach 層を見出す鍵となると考えられる。こうした層へ検査機会の提供について、

マーケティング手法を応用して手がかりを得るための研究手法を検討した。エイズ予防指針に基づ

く施策に関して、都道府県を対象としたモニタリング調査を行った。各自治体の取り組みは、コロ

ナ禍により大きな影響を受けていたが、経年的調査で、令和 4 年度には様々な工夫による回復の兆

しも見えた。コロナ禍を契機に開始された試みの中には、コロナ後にも活用できる対策も認められ

自治体の枠を超えた連携の構築の必要性が示唆された。医療体制では、HIV 感染者の高齢化に対応

した、医療・福祉・介護などの領域が連携した取り組みが期待されている。「正しい知識の普及啓発」

に関するモニタリング方法として、一般成人を対象とした調査を行った。本調査の有効回答は

196,045 人（回収率 83.5%）であり大きな規模の母集団となった。HIV 検査数は若干低下を認めた。

また、「U＝U」の認知度は低いままであった。「PrEP」の使用経験は全体では、1.3%（2020）と 1.5%

（2023）と著変はなかったが、個別施策層では徐々に認知されるようになり、MSM 10.3%、セック

スワーカー13.5%となった。我が国における PrEP の体制整備は急務である。 

 

 

 

A．研究目的 

 わが国のエイズ対策は、後天性免疫不全症候群に

関する特定感染症予防指針（エイズ予防指針）に沿っ

て展開されてきた。本研究は、平成 30 年 1 月に改定

されたエイズ予防指針に基づき、陽性者を取り巻く

課題に対する各種施策の効果を経年的に評価すると

ともに、一元的に進捗状況を把握し、課題抽出を行

い、次期改訂のための探索を行うことを目的とする。

これまでの取り組みから 1）早期診断・治療のための

仕組み作り、2）エイズ発症例を含む late presenter に

対する対策、3) PrEP 導入を踏まえた日本におけるコ

ンビネーション HIV 予防の 3 課題を優先順位が高い

課題として報告した。コロナ禍によって再構築を余

儀なくされているエイズ予防指針に基づく施策の実

施状況のモニタリング調査を継続した。一方、近年多

様化が著しく、把握の困難な層が多数存在する MSM

の中で、エイズ発症例を含む late presenter を理解し、

HIV 感染の当事者が置かれている現状や心理的状況

を踏まえて、伝播クラスタの再解析を行い、こうし

た感染から診断まで長期間かかっていると思われる

感染者層の集積を塩基配列から推定した。また、エイ

ズ施策の状況を把握し、予防啓発の浸透を比較評価

するために、一般成人を対象とした経年的なアンケ

ート調査を実施した。その結果をもとに、HIV 陽性

者や MSM、セックスワーカー、薬物使用者を対象に

した他の調査の結果や当事者および支援団体と、

PrEP 導入を踏まえた日本におけるコンビネーション

HIV 予防の普及に関して、性感染症やサル痘対策等

も考慮し、ウイズコロナ時代に対応した取り組みを

討議した。 

 

B．研究方法 

エイズ発症例を含む late presenter の属性を検討する

ため、AMED HIV 薬剤耐性動向班で解析した伝播ク
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ラスタの再解析を行い、こうした層が集積する伝播

クラスタを塩基配列から推定した。本年度は、2021

年の塩基配列データを加え2003年以降の我が国のサ

ブタイプ B と CRF01_AE の全情報を取得し、ネット

ワーク解析を行うとともに、この期間にある地域で

急速に増加したクラスタ（アウトブレイク例）と未受

検感染者を含むと考えられるクラスタ（late presenter

例）を抽出し、ベイズ推定法による時間系統樹を推定

した。ネットワークの形状、密度、次数の集中度と、

各検体の最初の分岐（ノード）からの枝長を比較し、

感染から検査に訪れるまでの時間と伝播ネットワー

クの特性の関係を検証した。一方、コロナ禍でも地方

の HIV 検査でアウトブレイクとして検出できた層と、

late presenter となった層の違いを明らかにするため、

検査を「当事者への商品提供」と捉えなおし、発症ま

で検査を受けなかった心理的特徴をマーケティング

的手法で検討するための研究を計画し、その基盤構

築を行った。エイズ予防指針に定められた各種施策

の進捗状況把握のため、都道府県を対象としたモニ

タリング調査を継続した。令和 3 年度に実施した調

査（平成 30 年度から令和 2 年度にかけての 3 年間の

施策実施状況）と同様の内容について、各自治体の担

当者に調査用ファイルを配布し、令和 4 年度分の実

績調査を実施した。一般成人調査は、先行研究で個別

施策層向けに行われている調査項目を検討し、日本

のインターネットサイトを運営する A 社が保有する

アンケートモニター登録者を対象に、性別と居住す

る都道府県、年齢階級の三段階層化抽出法を用いて

質問紙調査を実施する。質問項目は HIV 抗体検査行

動や予防啓発普及の認知、PrEP 認知や経験、性感染

症既往や性行動とし、他研究のベースラインとなり、

比較可能なデータを収集する。 

 

（倫理面への配慮） 

伝播クラスタ解析は、完全に匿名化された患者背景

情報を用い、一部の直接伝播の蓋然性が高い検体は、

個別解析の対象から外した。NGO へのヒアリングに

際し、事前に伝播クラスタ解析を実施中であること、

解析は匿名化されたデータのみを扱うことを説明し

同意を確認した。臨床研究に際しては、ヒトを対象と

する生命科学・医学的研究に関する倫理指針（令和３

年７月１日公布）で定めた倫理規定等を遵守した研

究計画書を作成し、国立感染症研究所および熊本大

学の倫理委員会の承認を得ることを目標とした。都

道府県のモニタリング調査項目には個人を特定でき

る情報を含めぬよう配慮した。また結果の報告に際

しては、回答自治体や回答者を特定できる情報を含

めぬよう配慮した。一般成人調査研究は大阪青山大

学研究倫理審査委員会より承認を得て実施した。 

 

C．研究結果 

薬剤耐性班で集められた 2021 年までのサブタイプB

および CRF01_AE のすべての検体の protease-RT 領

域の塩基配列を用いて伝播クラスタ解析を行った。

HIV 抗体検査件数は、2020 年に引き続き 2021 年度

も減少した。HIV-1 の伝播クラスタの伝播傾向はコロ

ナ禍のもとで大きなクラスタの検出例が減少したが、

アウトブレイク例や late presenter の多いクラスタで

の新規感染例が報告され、検査の地域差が大きいこ

とが示唆された。伝播クラスタ（dTC）に所属しない

症例が増加する一方で、サブタイプ B の dTC 所属例

は減少した。一方、CRF01_AE は、AETC2 のアウト

ブレイクが継続中である影響から、全体に対する

dTC 所属例の割合が増えていた。2021 年は、関東地

方の B-TC21 と AE-TC2・沖縄地方の B-340 が大きな

アウトブレイク例として検出された。一方、未診断の

感染者を内包した TC165 や TC316 でも、新たな感染

者の報告があった。報告例の感染時期の最大推定値

を伝播クラスタの時間系統樹推定を用いて計算した

ところ、その多くは５年以内の比較的最近の感染者

であった。また、未診断の感染者を内包した dTC で

は、10 年以上の長い枝長に繋がる症例が、ネットワ

ークの放射状部分と関連することが判明し、その中

心には late presenter がまだ存在すると考えられた。

これらの検査が遅れがちな陽性者の特徴を示す一般

的なパーソナリティ変数を解明するため、自由文形

式のアンケート調査を構文解析にて分析するマーケ

ティング理論を応用した臨床研究を計画した。具体

的には、過去 5 年以内に HIV 検査陽性で当該医療機

関に来診し、現在も継続して診療が続けられている

感染者に対して、再診時または初診時に検査機会・検

査動機・検査前に持っていた HIV に対する印象等の

HIV に関する質問と共に、本人の嗜好性等に関する

いくつかの一般的事項に対する感染者の長文の回答

をそのまま文章化し、そこに現れた語彙の関連誠意

を AI 手法で解析する計画を立てた。今年度は、研究

倫理委員会の承認を得るための研究計画書の改訂と、

被検者の長文テキストを得るための情報システムの

クラウド化を行った。 

令和 3・４年度は、新型コロナウイルス感染症の流
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行により、多くの自治体において、検査・啓発イベン

トの中止、保健所の業務逼迫に伴う検査体制の縮小、

連携会議や研修の縮小・中止など大きな影響がみら

れた。これに対応するため、業務の外部委託やインタ

ーネット・ICT の活用など、各自治体で新たな取り組

みが行われていた。令和 4 年度の施策実施状況調査

では、前年度より状況が改善していたが、検査や対面

イベントの開催などへの影響は残存していた。検査

体制縮小への対応として、一般医療機関への検査委

託、郵送検査の活用など、従来の枠組みを超えた取り

組みは継続されていた。他領域との連携に関して、歯

科診療所との連携体制は約 3 分の 2 の自治体で構築

されていたが、透析施設に関しては 2 割弱、福祉サ

ービスに関しては 1 割前後と、連携体制構築は不十

分なままであった。研修に関しては COVID-19流行の

影響により実施率が低下したが、令和 3 年度はやや

復調、エイズ対策推進協議会は、半数で令和 2 年度

以降開催できていなかった。 

令和 4 年度末に実施した一般成人調査の有効回答

は 196,045 人（回収率 83.5%）であり大きな規模の母

集団となった。HIV 検査の受検経験は、これまでの

受検経験が全体では 12.2%であり、男性では 10.6%、

女性では 13.7%であった。先行研究の 14.0%（2020

年）、15.0%（2022 年）に比較するとやや低下したが、

母集団の規模による可能性が考えられた。受検場所

では、病院が 36.8%と最も高く、次いで保健所 27.7%、

クリニック・医院・診療所 26.1%、郵送検査・自己検

査キット 5.2%であった。HIV 感染症に関する知識の

正答率は、感染動向、治療の進歩、重複感染では 50％

以上であったが、U=U、最新の治療方法などについて

は低いままであった。しかしながら、個別施策層別に

おける正答率は高く、キーポピュレーションに対す

る普及啓発の効果が確認できた。PrEP の使用経験が

ある人は 1.5%であり、1.3%（2020）と 3.5%（2022）

と比べ著変はなかったが、個別施策層では MSM 

10.3%、セックスワーカー13.5%であり、我が国にお

ける PrEP の体制整備は急務であると考えられた。 

 

Ｄ．考察 

 伝播クラスタ解析で昨年報告したコロナ禍におけ

る新規未治療診断者の HIV 伝播動向の質的な変化は、

2021 年も継続していた。定常的に感染伝播を検出で

きていた大きなクラスタの減衰は、コロナ禍におけ

る検査の脆弱さを示唆する。クラスタの増加が検出

できた地域のばらつきは、検査体制が縮小された地

域と継続されている地域があることを反映している。

一方、検査行動が促進されず病状が進行してから感

染が発覚するケースが中高年に多いことはこれまで

も報告されたが、ネットワーク解析によって hard-to-

reach 層が集積する伝播クラスタを迅速に同定可能

と判明した。これらの解析は、NGO 等による把握が

困難な層への早期検査勧奨施策に貢献できる。彼ら

の検査忌避行動の本質は、啓発の不備というよりス

ティグマの克服や無関心にあることが過去の研究で

示されているが、実際に彼らを検査に誘導するため

に必要な情報は得られていない。今回計画書が作成

された HIV 感染者へのフリーテキストによるマーケ

ティング調査研究は、「正しい知識の普及・啓発」や

「検査勧奨」が届かないとされてきた人々を理解し、

早期診断・早期治療開始を可能にする施策の立案に

つなげるアプローチである。情報が近くにありなが

ら、検査行動につながらない根本的な問題、特に心の

問題を明らかにし、検査行動に向けた心理的支援な

どの可能性を探ることは、学術的のみならず社会的

な意義は極めて大きい。 

多くの自治体において、エイズ予防指針に定めら

れた施策の実施を担っているのは感染症関連部署で

あるが、そのリソースは十分ではなく、他の感染症の

流行により HIV 関連の対策が大きな影響を受けるこ

とが明らかになった。新型コロナウイルスの流行を

契機に開始された様々な取り組みの中には、コロナ

収束後にも活用できると思われるものが多く含まれ

た。各自治体の負担軽減のためには、先行する成功事

例に関する情報共有や、自治体の枠を超えた連携体

制の構築が有用である。一般への正しい知識の普及

に関する調査では、社会全体で予防啓発普及の効果

はまだ低く、MSM 層では啓発普及認知は一般成人と

比較し３倍程度の効果があるものの、早期発見・早期

治療・スティグマ低減にはつながっていないと考え

られた。ウイズコロナ、ウイズエイズを前提としたコ

ンビネーション HIV 予防の枠組みには、当事者を含

む社会のボトムアップから構築することが必要であ

る。一方で、WHO や UNAIDS が提唱する当事者を

主体とした予防啓発を確立するには、日本の CBO の

脆弱な基盤をマンパワーや予算の面からエンパワメ

ントする取り組みが必要である。 

 

Ｅ．結論 

 2021 年の我が国の HIV-1 伝播クラスタは、検査体

制へのコロナ禍の影響が継続していることを示唆し

た。地域アウトブレイクや late presenter の新規検出
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は、検査体制の地域差異を反映している。このような

late presenter の多いクラスタを迅速なネットワーク

解析で見いだせたことは、NGO 等による把握が困難

な hard-to-reach 層に対する施策立案の鍵となる。わ

が国の先行研究を収集し、MSM やセックスワーカー、

薬物使用者、HIV 感染当事者を対象とした量的調査

の中から、可能な限り合致した質問項目の作成を行

った。年度末に向けて一般成人を対象に、二段層化抽

出法を用いて調査を実施した。本研究は、モニタリン

グ手法として確立可能であり、調査結果の解析は、次

世代のエイズ予防指針に貢献する。 
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